Ⅰ　年末調整とは
１　年末調整とは　
　　 年末調整とは、給与の支払者がその年の最後の給与を支払う際に、給与の支払を受ける人の一   人一人について、その年１年間の給与の総額を合計して、総額に対して納めなければならない税   額（年税額）を計算し、その年税額と月々の給与等から源泉徴収をしてきた税額とを比較して過　
不足額を精算する手続きをいいます。
     この手続きは通常年末に行われますので、「年末調整」と呼んでいます。
     所得税は、本来、申告納税を建前としていますから、例えば個人事業を営んでいる人の場合に   は、自分で１年間の所得を計算して、確定申告をして納税しています。
     これに対して、給与の支払を受ける人については、給与等が支払われる都度源泉徴収されてい   ますが、いくつかの理由から１年間の給与所得に対する年税額と一致しないのが普通です。　　     そこで、給与の年末調整を行うことにより、過不足を精算することとなります。
２　年末調整の対象となる職員とならない職員
（1） 年末調整の対象となる職員
      本年最後の給与の支払をする時までに「給与所得者の扶養控除等(異動)申告書」を提出して　　　いる職員のうち、本年中の給与の総額が2,000万円以下の職員が年末調整の対象となります。
      また、次に揚げる職員についても、「給与所得者の扶養控除等(異動)申告書」を提出している場合は、年末調整の対象となります。
    ①　本年の中途で死亡により退職した職員
    ②　１２月中に支給期の到来する給与の支払を受けた後に退職した職員
    ③　本年の中途で国外に転勤のため出国し、非居住者となった職員　
　（2） 年末調整の対象とならない職員
　　①　本年最後の給与の支払をする時までに「給与所得者の扶養控除等(異動)申告書」を提出し　　　　ていない職員
        例えば、２か所以上から給与の支払を受けている人で、「給与所得者の扶養控除等(異動)申告書」を他の給与支払者に提出している人（税額表の乙欄適用者）が該当します。
　　②　年の中途で退職した人で、(1)の①、②以外の職員
        「給与所得者の扶養控除等(異動)申告書」を提出している場合であっても、年末調整は行　　　　いません。
        このような人が退職後に再就職した場合には、再就職先の給与の支払者が「給与所得者の　　　　扶養控除等(異動)申告書」の提出を受け、前の給与の支払者からの給与も含めて年末調整を　　　　行います。
        また、再就職をしなかった場合は、本人が税務署に確定申告書を提出し、退職時までの給       与の源泉徴収税を精算することになります。
　　③  本年中の給与の総額が2,000万円を超える職員
　　　　「給与所得者の扶養控除等(異動)申告書」を提出している人であっても、本年中の給与の　　　　総額が2,000万円を超える人については、年末調整をすることができません。
        この場合、本人が税務署に確定申告書を提出して、源泉徴収税の精算を行うことになりま       す。
３　年末調整を行う時に控除できる各種控除
　　※税制に関しては本説明会資料で全ての項目についての説明はできないため、必ず国税庁の資料等で所属担当者が確認し、不明点等あれば税務署に確認して処理を進めてください。　
　（1） 給与所得の金額から控除できるもの
1 基礎控除
「給与所得者の基礎控除申告書」を提出した場合に控除可能で、控除額は下表のとおりです。
所得金額調整控除（子ども等）、所得金額調整控除（年金等）に該当する場合はこれらの控除額を含めた合計所得金額で判断することになります。
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②　配偶者控除　
    　ア  控除対象配偶者とは、所得者と生計を一にする配偶者(内縁は含まない。)で、合計所得金額(非課税所得：失業給付、障害年金、遺族の受ける恩給・年金等を除く。)が４８万円以下 (給与収入だけの場合は収入金額103万円以下)の人のうち、合計所得金額が1,000万円(給与収入だけの場合は収入金額が1,195万円)以下である所得者の配偶者をいいます。控除額は所得者の合計所得金額により調整されます。

イ　老人控除対象配偶者とは、控除対象配偶者のうち年齢が７０歳以上の人（S29.1.1以前に生まれた人）で、割増控除が受けられます。
ウ　控除対象配偶者が年の中途で死亡した場合でも、配偶者控除は受けられます。
③　配偶者特別控除　
所得者と生計を一にする配偶者で、合計所得金額（非課税所得：失業給付、障害年金、遺族の受ける恩給・年金等を除く。）が48万円超133万円以下の人のうち、所得者の合計所得金額が1,000万円以下である場合に控除の対象となり、所得者及び配偶者の合計所得金額に応じた控除額が受けられます。
当該配偶者が年の中途で死亡した場合でも、配偶者特別控除は受けられます。
④  扶養控除
  　 ア　扶養親族は、所得者と生計を一にする親族で、合計所得金額（非課税所得：失業給付、障害年金、遺族の受ける恩給・年金等を除く。）が４８万円以下の人をいいます。そのうち、控除対象扶養親族とは、年齢が１６歳以上の人です。１６歳未満の扶養親族については控除対象にはなりません（ただし、１６歳未満であっても障害者の場合は障害者控除が受けられます。）。
イ　特定扶養親族とは、控除対象扶養親族のうち、年齢が１９歳以上２３歳未満の人(H13.　1.2～H17.1.1に生まれた人)をいいます。　
ウ　老人扶養親族とは、控除対象扶養親族のうち、年齢が７０歳以上の人（S29.1.1以前に生まれた人）をいいます。
エ　同居老親等とは、老人扶養親族のうち、所得者又はその配偶者の直系尊属（父母や祖父母など）で、所得者又はその配偶者のいずれかとの同居を常況としている人をいいます。
オ　扶養親族が年の中途で死亡した場合でも、扶養控除は受けられます。
※　ここでいう「親族」とは、６親等以内の血族及び３親等以内の姻族をいいます。
⑤　障害者控除
所得者本人、同一生計配偶者又は扶養親族が障害者に該当する場合に受けられる控除で、一般の障害者の場合２７万円、特別障害者の場合４０万円、同居特別障害者の場合７５万円がそれぞれ控除額に加算されます。
ア　精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある人
すべて特別障害者です。
イ　児童相談所、精神保健福祉センター等から知的障害者と判定された人
療育手帳所持者で、重度の知的障害者(Ａ重度)と判定された人は、特別障害者です。
ウ　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人（手帳の有効期限に注意！本年の12月31　日まで有効のもの）
このうち、障害等級が１級であると記載されている人は、特別障害者です。
エ　身体障害者手帳の交付を受けている人
このうち、障害の程度が１級又は２級であると記載されている人は、特別障害者です。
オ　戦傷病者手帳の交付を受けている人
このうち、障害の程度が恩給法別表第１号表ノ２の特別項症から第三項症までの人は、特別障害者です。

カ　原子爆弾被爆者で厚生労働大臣の認定を受けている人は、すべて特別障害者です。
キ　常に就床を要し、複雑な介護を要する人は、すべて特別障害者です。
ク　精神又は身体に障がいのある65歳以上の人(S34.1.1以前に生まれた人)で、その障がいの　程度が上記ア、イ又はエと同程度であると町村長、福祉事務所長等の認定を受けている人
このうち、上記ア、イ又はエに揚げた特別障害者と同程度の障がいのある人として、町村長、福祉事務所長等の認定を受けている人は、特別障害者です。
※　同居特別障害者とは、特別障害者に該当する同一生計配偶者、扶養親族のうち、所得者、　所得者の配偶者又は所得者と生計を一にするその他の親族のいずれかとの同居を常況と
している人です。
※　上記イ～エについては、必ず精神障害者保健福祉手帳、身体障害者手帳等の写しにより確認すること。障害基礎年金、障害厚生年金を受給しているだけでは、障害者控除に該当しません。
 ⑥　寡婦控除
次のア、イのいずれかに該当する所得者本人が受けられる控除で、アの場合２７万円、イの場合３５万円がそれぞれ控除額に加算されます。
  　　ア　寡婦：次のＡ又はＢのいずれかを満たすことを確認（所得者本人に限る）。
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　　　　　夫と離婚した後婚姻していない人で、以下の１，２、３のいずれにも該当する人。
　　　　　１ 扶養親族を有すること。
Ａ　２ 合計所得金額が500万円以下であること。
　　　　　３ その人と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる人がいないこと。
　　　　　夫と死別後婚姻していない人又は夫の生死の明らかでない人で、以下の１と２のいずれにも該当する人
　　　Ｂ　１ 合計所得金額が500万円以下であること。

　　　　　２ その人と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる人がいないこと。
イ　ひとり親
　　本人が現に婚姻をしていない人又は配偶者の生死の明らかでない人で、以下の１、２、
３のいずれにも該当する人。

　　１ その人と生計を一にする子（他の人の同一生計配偶者又は扶養親族とされている人を除き、その年分の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額が４８万円以下の子に限る）を有すること。
２ 合計所得金額が500万円以下であること。
　　　　　３ その人と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる人がいないこと。
 　 ⑦　勤労学生控除
給与の支払を受ける人（以下｢所得者｣という。）が、大学、高等専門学校等の学生等に該当する場合で、自己の勤労に基づいて得た事業所得、給与所得、退職所得、雑所得のある人のうち、本年分の合計所得金額が７５万円以下であり、また、合計所得金額のうち給与所得等以外の金額が１０万円以下である人が受けられる控除で、２７万円が控除額に加算されます。
　  ⑧  生命保険料控除
ア  一般の生命保険料
保険金の受取人が本人又は配偶者やその他の親族となっている生命保険契約等で、本人が
保険料等を支払ったものが対象となります。控除額は、新保険料（H24.1.1以後に契約し
たもの）と旧保険料（H23.12.31以前に契約したもの）で計算方法が異なり、一定の限度があります。支払証明書の添付が必要（旧契約で１契約9,000円以下のもののみ添付は不要。）です。
イ　介護医療保険料
保険金の受取人が本人又は配偶者やその他の親族となっているもので、本人が保険料等を　支払ったものが対象となります。H24.1.1以降に契約したもののみで、控除額には一定の限度があります。支払証明書の添付が必要です。
ウ　個人年金保険料
年金の受取人が本人又は配偶者であるなど、一定の要件を満たす個人年金保険契約等で、本人が保険料等を支払ったものが対象となります。控除額は、アと同様、新保険料と旧保険料で計算方法が異なり、一定の限度があります。支払証明書の添付が必要です。
　　※　例年、保険料の新旧区分の申告誤りで年末再々調整や確定申告を行っているケースがあります　　　　ので、申請や審査を行う際には証明書の説明内容を確認し、正しい申告を行ってください。
　　⑨　地震保険料控除
　　　ア　地震保険料
所得者又は生計を一にする親族が所有し、常時居住の用に供する家屋や、生活に通常必要な家財を保険の目的とし、かつ、地震等損害によりこれらの資産について生じた損失の額をてん補する保険金等が支払われる損害保険契約等で、本人が保険料等を支払ったものが対象となります。支払証明書の添付が必要です。控除額には一定の限度があります。

イ　旧長期損害保険料
平成１８年１２月３１日までに締結した「長期損害保険契約等」のうち、平成１９年１月１日以後に損害保険契約等の変更をしていないもので、所得者又は生計を一にする親族が所有し、常時居住の用に供する家屋や生活に通常必要な家財又はこれらの人の身体の傷害に基因して保険料等が支払われる損害保険契約等で、本人が保険料等を支払ったものが対象となります。支払証明書の添付が必要です。控除額には一定の限度があります。
　　⑩  社会保険料控除
　　　ア　共済組合の掛金や健康保険、厚生年金保険、雇用保険の保険料のように給与から差し引かれた社会保険料は、その全額が控除されます（証明書等の添付は不要）。
イ　所得者と生計を一にする親族が負担すべき国民健康保険や国民年金などの保険料や保険税、掛金を所得者が直接支払っている場合には、申告により所得者本人の社会保険料として控除できます。
  　　＊国民年金の保険料及び国民年金基金の掛金については、保険料等を支払ったことを証明する書類の添付が必要です。
　  ⑪　小規模企業共済等掛金控除
　　　　独立行政法人中小企業基盤整備機構と契約した共済契約掛金、確定拠出年金法に規定する企業型年金や個人型年金の加入者掛金、地方公共団体の心身障害者共済制度の掛金が対象です。所得者が直接支払った場合は申告により支払金の全額が控除されますが、支払証明書の添付が必要です。
　　⑫　所得金額調整控除
　　（1）本人の本年中の主たる給与の収入金額が８５０万円を超え、以下の要件のいずれかに該当し、かつ所得金額調整控除申告書で申告があった場合に控除が可能となります。

　　　　ア　本人が特別障害者
　　　　イ　同一生計配偶者が特別障害者
　　　　ウ　扶養親族が特別障害者
　　　　エ　扶養親族が年齢２３才未満（平成１３年１月２日以後生）
　 （2） 所得税額から控除できるもの
　 ⑬　住宅借入金等特別控除
　　　ア　住宅の取得等（新築、増改築、中古家屋の取得）をして、住宅の取得等のための住宅借入金等を有するときは、その居住の用に供した日の属する年以後、定められた控除期間の各年のうち、合計所得金額が3,000万円以下である年について、その住宅借入金等の年末残高の合計額を基として控除率により計算した金額を住宅借入金等特別控除額として、その年分の所得税額から控除することができます。
イ　住宅借入金等特別控除には、現行の住宅借入金等特別控除のほかに、バリアフリー改修工事等の特例などがあり、どの控除を受けるかは、最初の年の確定申告で決定します。
ウ　住宅借入金等特別控除を受けるには、最初の年の分については確定申告により控除を受
けることとなり、その後の年の分については年末調整により控除を受けることができます。

      　
４　各種申告書の取扱い
　　年末調整に必要な申告書は、次の(1)～(4)の４種類の申告書となる。
　　また、年末調整各種申告書は、各所属において７年間 保存すること。異動に伴う所属の保存方　法等は、社会保障・税番号（マイナンバー）制度の導入に伴う特定個人情報の保護及びリスク管　理の観点から次のとおりとします。
	　例 ～令和６年４月１日付け異動～
○ 本人に原本を交付し、本人から新所属へ提出するもの
　「令和６年分 給与所得者の扶養控除等(異動)申告書」（個人番号（マイナンバー）表示あり）
　　　※　旧所属で写しを保管する必要はない。
　　　※　庶務システム対象機関へ異動する場合の取扱いについては、別途通知します。
○ 旧所属で原本を保管し、新所属へ写しを送付するもの
　令和５年分　給与所得者の基礎控除申告書　兼　給与所得者の配偶者控除等申告書　兼　所得金額調整控除申告書（個人番号をマスキングすること。）
　「令和５年分 給与所得者の保険料控除申告書」
　「令和５年分 給与所得者の住宅借入金等特別控除申告書」


(1) 令和５年分 給与所得者の扶養控除等(異動)申告書　　　
既に令和５年１月（本年の中途で採用された職員については、採用時）に提出しているので、今回一旦職員に戻し、申告内容(令和５年１２月３１日の現況)を確認させて、再提出させること。　　なお、令和５年の異動者等で申告書が異動先に送付されていない場合は、新たに用紙を配付し記載させること（マイナンバーの記載と本人確認も必要となる。）。提出がない場合は税額表が月額「甲」から「乙」へ変更となり、所得税資料で税額表区分の変更が必要。年末調整は実施しない（再任用職員等が自身で確定申告を行うケースが多いので注意すること。）。
　　申告書のＡ「源泉控除対象配偶者」欄への記載については、
給与所得者本人の合計所得金額が９００万円以下の人で、配偶者の合計所得金額が９５万円以
下の人について記載すること。
　　同一生計配偶者（配偶者の合計所得金額が４８万円以下）で障害者に該当する人については、
　申告書のＣ「障害者、寡婦、ひとり親又は勤労学生」欄に記載すること。

　　本人以外にも本人と生計を一にする所得者（配偶者等）がいて、その所得者の年末調整で控除
を受ける扶養親族等がいる場合には、申告書Ｄ（他の所得者が控除を受ける扶養親族等）欄に記
載すること（障害者以外の１６歳未満の扶養親族については所得税の控除対象にはならないため

記載する必要はない。）。
　　　
　
　(注１) この申告書の住所又は居所欄に記入する住所は、生活の本拠地（令和５年１２月３１日       　時点）とする。
　　　 ※　生活の本拠地とは、本人の生活に最も関係の深い一般的生活、全生活の中心を指すもの　　　　 であり、明確な基準はないため、本人が生活の本拠地と考える住所を記載することとなる　　　　 （通常は「本人の住民登録地」だが、単身赴任者等は家族の住所を申告することもできる。）。
　　　　   ただし、東日本大震災の避難者で、実際の居住地と住民登録地が異なる場合には、「住 
         民登録地」を申告すること。
(注２) 令和５年分 給与所得者の扶養控除等(異動)申告書は以下の部分で、様式が変更になっているので注意すること。
　　・非居住者である親族部分
　　　税制改正による変更。非居住者である親族の要件の変更。所得税資料等での入力方法
に影響はない。該当する場合は「国外居住親族にかかる扶養控除適用報告書」を提出す
ること。
　　・退職手当等を有する配偶者・扶養親族部分
住民税に関する変更により追加。該当がある場合は職員業務課へメールで報告する
こと。必要書類等については該当があった所属へ職員業務課から連絡する。
所得税資料等での入力は不要。書き方や制度については、最寄りの税務署に確認す
ること。

（2）令和５年分　給与所得者の基礎控除申告書　兼　給与所得者の配偶者控除等申告書　兼　所得金額調整控除申告書
　　ア　給与所得者の基礎控除申告書
　別途配付の「計算補助ツール」を使用して計算した収入金額と所得金額を、職員本人の（１）「給与所得の収入金額欄」に、（２）の「給与所得以外の所得の合計額の所得金額欄」に所得金額を記載する。合計所得金額の見積額に応じた判定額４８万円、３２万円、１６万円が基礎控除額となる。
イ　給与所得者の配偶者控除等申告書
職員本人の合計所得金額が1,000万円以下である場合で、かつ、配偶者の合計所得金額が48万円以下である場合は「配偶者控除」、配偶者の合計所得金額が48万円超133万円以下である場合は「配偶者特別控除」が適用される。
　　　配偶者控除は職員の合計所得金額により控除額が調整され、配偶者特別控除は職員及び配偶　　　者の合計所得金額により控除額が調整される（申告書の「控除額の計算欄」参照）ので、該当　　　する配偶者について記載させること。
　　　なお、合計所得金額については、１０月に職員から申告を受けるため、見込額で申告させ、　　　再調整の時期までには正確な金額を申告（※）するよう、該当職員を指導すること。
※各種控除額に影響のない範囲であれば再調整での修正は不要
※控除対象限度額を超えていたことで、後日、税務署に指摘を受ける者が多いので注意が必要。
ウ　所得金額調整控除申告書
　　　本人の本年中の主たる給与の収入金額が８５０万円を超えることが見込まれ、以下の要件の
いずれかに該当する場合は所得金額調整控除が適用となる。要件欄及び☆扶養親族等欄、★特
別障害者欄に必要事項を記載すること
　・本人が特別障害者
　　　・同一生計配偶者が特別障害者
　　　・扶養親族が特別障害者
　　　・扶養親族が年齢２３才未満（平成１３年１月２日以後生まれ）
【重要！】
８５０万円を超えるか不明な場合でも、基本的に申告させること。申告がないと８５０万円を超えても適用を受けることができないため。申告して該当しなかった場合は、システムで自動的に控除適用外となる。
なお、控除適用となったどうかは源泉徴収票で確認できる。
(3)令和５年分 給与所得者の保険料控除申告書
 　　ア　「生命保険料控除」欄
　　 　保険料の金額、内容により証明書等の貼付が必要となる場合があるが、勤務先を対象とする　　 　　団体特約（消費組合、職員組合等）に基づいて支払った保険料については、所属の担当者が　　　   確認すれば（「給与の支払者の確認印」欄に押印すること。）証明書類の添付をしなくて　　　　 もよい。
       ～「新保険料」「旧保険料」の区別に注意！～
　　　　　平成２４年分からの保険料控除の改正により、新契約（H24.1.1以降に契約したもの）と旧契約（H23.12.31以前に契約したもの）で計算方法が異なることとなり、限度額の適用方法も変更された。生命保険会社等が発行する証明書類には必ず「新」「旧」等と記載されているので、十分確認すること。
      ～「一般の生命保険」「個人年金」の区別に注意！～
　　　　　「個人年金」という名称であっても、その特約部分の保険料や掛金については「一般の         生命保険料」とされるなど、紛らわしい場合があるが、生命保険会社等が発行する証明書         類には必ず「個人年金用」「一般用」等と記載されているので、十分確認すること。
　　 イ　「地震保険料控除」欄
       　ＪＡ共済等の保険料証明書には、一つの保険について「地震保険」として計算した場合、保険料等の金額と、「旧長期損害保険」として計算した場合の保険料等の金額とを併記しているものがあるが、その場合でも必ず「地震保険」「旧長期損害保険」のいずれか一方しか申告できないので（証明書内面に注意書きあり。）、一つの保険について両方の金額を申告していないか確認すること。
　　 ウ　「社会保険料控除」欄
社会保険料（申告分）のうち国民年金の保険料については日本年金機構が、国民年金基金の掛金については国民年金基金が発行した証明書類の添付が必要となること。　　　　　　 　（これら以外の社会保険料については、証明書類の添付は不要。）。
【重要】再任用職員、会計年度フルタイム職員から徴収した雇用保険料については、支給済
額通知書により入力処理しているため、この申告書で申告する必要はない。
　　 エ　「小規模企業共済等掛金控除」欄
　　　　 確定拠出年金制度の改正により、平成２９年１月から個人型確定拠出年金（iDeCo（ｲﾃﾞｺ））        の対象に公務員等も新たに加わり、本人が拠出（積立）した掛金は全額控除されるが、配偶        者等の掛金を職員が支払っても職員が控除を受けることはできないこと。また、掛金払込
証書の添付が必要となること。
 (4)　令和５年分 給与所得者の住宅借入金等特別控除申告書
職員が住宅借入金等特別控除の適用を受けるためには、最初の年分については確定申告によるが、その後の年分については税務署から本人へ送付される各年分の申告書を年末調整の際に提出することで控除が受けられる。受理にあたっては下記に注意すること。
　　　ア　令和５年分の申告書用紙を使用しているか（年によって控除率等の内容が変わる場合もあるため、必ず本年分の用紙で申告させること。紛失の場合は税務署で再発行の手続きを取ることになる。）。
　　　イ　借入等を行った金融機関が発行した「住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書」（以下「年末残高等証明書」という。）が提出されているか（発行遅れの場合は再調整の時　　期までに提出させること。）。
　　　ウ　申告書を提出した職員が、令和５年１２月３１日まで引き続き居住の用に供している
か。ただし、条件によっては再適用となる場合もある。
　　　エ　令和５年分住宅借入金等特別控除額として申告した金額が、確定申告で受けた住宅借入　　　　　金等特別控除額を上回っていないか。
　　  オ　連帯債務者がいる職員（「年末残高等証明書」摘要欄に「連帯債務者　○○○○」と記
載あり）から提出された申告書については、その住宅に係る、その職員が持分を取得するための負担すべき割合を乗じて計算された金額が記載されているか。
なお、申告書の｢備考｣欄に他の連帯債務者の｢私は連帯債務者として、住宅借入金等の
残高○○円のうち△△円を負担することとしています。｣の文言、住所、氏名があるか（その人が給与所得者であれば、勤務先の住所地及び名称の記載も必要。)。
　　　　※新様式（Ⅱ-４３参照）の場合は記載不要
　　　　
(5)令和６年分 給与所得者の扶養控除等(異動)申告書
職員に配付し、令和６年１月給与から控除対象となる源泉控除対象配偶者、扶養親族及び障
害者に該当する同一生計配偶者の状況を記載させること。
(注１) この申告書の住所又は居所欄に記入する住所は、生活の本拠地（令和６年１月１日時点）　　　とする。生活の本拠地の考え方については（１）を参照すること。
       なお、県ではこの申告書に記載された市区町村に給与支払報告書を提出します。
	～　要注意！！住宅借入金の借換えをしている場合　～
住宅借入金の借換えをした場合において、借換えによる新たな住宅借入金等（一定の要件を 満たすものに限る。）の当初金額が借換え直前の当初住宅借入金等残高を上回っている場合には、その借り換えをした年以降の各年において、次により計算した金額が住宅借入金等の年末
残高となります。

	
	　本年の住宅借入金等の年末残高　×　　借換え直前の当初住宅借入金等残高


　　                            　 　借換えによる新たな住宅借入金等の当初金額
	

	＜事務処理の手順＞

①　本年の住宅借入金等特別控除申告書の「居住開始年月日」欄の日付と、「年末残高等証明 　書」の当初金額の日付を比較する。

　　→「年末残高等証明書」の日付が１年以上後ならば、②に進む。

　それ以外であれば借換なしなので、通常どおり「借入残高が、『申告書』と『年末残高等　証明書』が合致しているか」、「『申告書』の表の計算が正しいか」を確認して終了。

②　職員に借換え後の当初金額が借換え直前の残高を上回っているかどうか確認する。

「借換え直前の残高」は金融機関と本人との契約書、借換申込書等（共済の貸付の場合は本人に配布されている「償還表」）でしか確認できない。

→　上回っている場合は、③に進む。同額か下回っている場合は、申告書余白に「借換えしたが増額なし（借換え直前の残高　○○円）」等と本人に記載してもらい、通常どおりの確認をして終了。

③　申告書余白に、

	　

	　本年の住宅借入金等の年末残高　×　　借換え直前の当初住宅借入金等残高　　　
借換えによる新たな住宅借入金等の当初金額
	

	　の計算を記載させる。計算結果が正しい「本年の住宅借入金等の年末残高」なので、その金額　　を表の①欄に記載させ、表に従って計算させる。併せて、借換え直前の当初住宅借入金等残高
　がわかるもの（金融機関との契約書、借換申込書等の写し）を提出させ、申告書に添付する。

なお、借換えをしたのが令和４年以前で、令和４年以前の年末調整を上記の方法で行っていなかった場合、令和５年分については上記の方法で年末調整を行うが、令和４年以前の住宅借入金特別控除は令和５年の年末調整では修正できないため、職員本人が税務署へ確定申告をして修正することとなる。
（計算例）
　15,457,345円（借換後の証明書で確認）×15,304,919円（借換の契約書等で確認）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  15,630,000円（借換後の証明書で確認）
＝15,135,855円（申告書の⑪新様式の場合⑧に記載する）

※円未満の端数は原則切り上げ


ワンポイント　アドバイス･･･初めて年末調整を担当する方は一読してください。
　～年末調整事務を効率よく進めるために～
　毎年恒例の年末調整ですが、申告する職員からは・・・
「書き方がわからない」「間違ったらどうしよう」「めんどくさい」「そんなものは総務の仕事だ」等々と、職員はいろ
いろ不満を漏らすこともあるでしょう。また、「なぜ毎月税金を天引きしているのに、改めて年末に計算をする
必要があるの？」と疑問を抱く職員もいるでしょう。それは、天引きした所得税額の合計額はその人が本来納付
しなければならない所得税額と一致しないからです。
　　　　　 例えば、毎月天引きする所得税額は、年の途中で扶養家族が増減してもそれ以前の月に遡って修正しません。
         　また、生命保険料や損害保険料などの控除額は毎月の天引きの際に全く考慮されないのです。したがって、
         毎月天引きされていた所得税額はあくまで”概算”にすぎず、年末に計算をし直して精算する必要があるのです。
　　　　　 年末調整は確認事項がとても多いため、前準備がとても重要となります。以下の３点については、一手間掛け
　　　　 ることで職員からの適正な申告を受けることができるので、ぜひ実践してください。準備は早めに段取りよく行い
         ましょう。

	・昨年の保険料控除申告書の写しを職員に渡しましょう。
・書き方の相談があれば、丁寧に教えましょう。
・昨年行った事務処理について、改めて確認してみましょう。


【事務担当者の方へ：ご注意ください！】
＜給与の総額が2,000万円を超える方は、年末調整をすることができません＞
　年末調整時に給与の総額が2,000万円以下であっても、本年の１２月末までに給与等が支給されることにより、2,000万円を超過する場合は年末調整をすることができません。
　年末調整時（10月頃）に2,000万円を超過するかどうか不明な場合は、年末調整時ではなく、
2,000万円以下であることが確定した再調整で入力通知書を作成するようにしてください。
～　延滞税・不納付加算税について　～

　毎年、職員業務課に年末調整の事務処理誤りによる再々調整の依頼が多くあります。

再々調整により追徴額が生じた場合、法定納期限（１月１０日）を超えて所得税を納付することになりますので、税務署より延滞税や不納付加算税が課される場合があります。

　これらの附帯税につきましては、知事部局、教育庁及び警察本部それぞれに

おいて予算措置をして支払っていただくことになります。

　１月例月アウトプット資料の税情報リスト等において事務処理誤りが判明した場合、法定納期限内の納付が間に合いません。

　主に、配偶者(特別)控除や扶養控除で追徴となるケースが見受けられますが

事務処理誤りで多い事例としましては、

・扶養親族(源泉控除対象配偶者)が就職したにもかかわらず、扶養親族から外す処理をしておらず、年末調整においても処理を忘れたため、追徴となった。（当該扶養親族が、特定扶養親族や同居老親等に該当する場合、控除額が加算されますので、追徴額が多額となる場合があります。）

・「税情報リスト」と「扶養控除等(異動)申告書」の突き合わせ確認を十分に行わなかったため、誤りに気づくことができなかった。

・前職分の源泉徴収票の提出を受けなかったため、前職分の金額を加算せずに年末調整を行った。

・給与データ入出力システムの事務処理を誤っていた。　等

年末調整の事務処理誤りを防ぐには、事務担当者だけでなく、複数人によるチェックを行うことが必要です。

　

再々調整とならないよう、事務担当者の方のご協力をお願いいたします。

＜参考＞

　●延滞税

　　税金が定められた期限までに納付されない場合に、原則として法定納期限

　の翌日から納付する日までの日数に応じて、利息に相当する延滞税が課されるもの。

　　延滞税の額は、法定納期限の翌日から完納する日までの日数に応じ、次に

　より計算した金額の合計額となる。
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　●不納付加算税

　　法定納期限を超えて納付された本税に対し、10％（税務署からの指摘によらない自主納付の場合は５％）が加算されるもの。

再々調整となった事例
１　保険料控除申告書から年末調整通知書へ保険料を転記する際に、金額を書き誤った（または、転記する欄を誤った）ために生命保険料控除額が正しく計算されず、再々調整となった。

２　所得税資料を作成する際に正しいコードを入力しなかった（又は所得税資料を作成する必要がある職員がいたが作成しなかった）ために、扶養控除額が正しく計算されず、再々調整となった。

３　支給済額通知書を作成する際に他の職員の職員番号を記載したために、無関係の職員の課税対象額（又は社会保険料、所得税額）が増減し、再々調整となった。

４　年末再調整のときに年末調整通知書を作成したが、変更箇所のみを記入した（変更ない箇所も再度記入しなければ年末調整に反映されなくなる）ために、再度記入しなかった箇所の控除額が正しく計算されず、再々調整となった。

５　前職のある職員が源泉徴収票を提出したが所属で年末調整前職情報通知書を作成せず、課税対象額（又は社会保険料、所得税額）が正しく計算されなくなり、再々調整となった。

　⇒　多くの事例は、小さな心がけ（複数人による読み合わせ、職員の現状把握など）一つで防ぐことができます。一人の事務担当者に任せきりにせず、必ず複数人による対応を行っていただけますようお願いいたします。　　
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